
令和４年度埼玉県次世代ものづくり技術活用製品開発費補助金募集要領 

 

１ 対象事業者 

 （１）補助の対象となる事業者は、県内中小企業※１（県内小規模企業者※２含む、以

下同じ）、大学、研究機関とする。 

 （２）（１）の企業が県内中小企業でない場合は、共同開発体※３に県内中小企業を含

めること。 

 （３）共同開発体の県内中小企業は、本事業の開発に必要な技術を持つ企業であること。 

 （４）本事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について十

分な管理能力を有していること。 

 （５）訴訟や法令順守上の問題を抱えていないこと。 

 （６）代表者、または法人の役員が、暴力団等の反社会的勢力でないこと、また、反社

会的勢力との関係を有しないこと。 

    また、反社会的勢力から出資等の資金提供を受けている者も対象外とする。 

 （７）本補助事業に採択された場合、埼玉県産業振興公社及び埼玉県産業技術総合セン

ターによる伴走支援と補助事業に関する情報の共有に承諾すること。 

    ※１「県内中小企業」とは、中小企業基本法第２条第１項に定める「中小企業者」であっ 

          て、埼玉県内に登記簿上の本店及び主たる事業所を有する者をいう。 

    ※２「県内小規模企業者」とは、中小企業基本法第２条第５項に規定する「小規模企業者」 

          であって、埼玉県内に登記簿上の本店及び主たる事業所を有する者をいう。 

    ※３「共同開発体」とは、複数の中小企業や大学、研究機関が連携し事業を行う事業体のこ 

          とをいう。 

 

２ 対象事業 

  補助の対象となる事業は、次のすべての要件に該当するものとする。 

 （１）デジタル、バイオ、マテリアル及びカーボンニュートラルのいずれかに関する新  

    たな技術又は製品の開発であること。 

    なお、デジタル、バイオ、マテリアル及びカーボンニュートラルに関する新たな  

    技術又は製品の開発例を別表１に示す。 

 （２）県内中小企業への波及効果が見込まれる技術又は製品の開発であること。 

 （３）課題が明確であり、令和５年２月末までに技術又は製品の開発を行うもので、補  

    助事業終了後、一定期間内に事業化が見込まれること。 

 （４）補助事業として採択後、補助事業の情報（企業名、事業テーマ、補助金額等）の 

      公表が可能であること。 

 （５）補助事業の実施に際して、必要な安全対策が講じられること。 

 （６）同一の事業内容で国等の他の補助金等を取得していないこと。 

 （７）同一の申請者またはその関連会社※から複数の申請が行われていないこと。  

   ※この補助金において関連企業とは会社法における子会社（第２条三号）、子会社等（同条 

     三号の２）、親会社（同条四号）、親会社等（同条四号の２）とする。 

 

３ 補助対象経費 

  補助の対象となる経費は、別表２のとおりとする。ただし製造経費Ａ（外注費及び委

託費）については以下のとおりとする。 



  （１）補助事業者が県内中小企業の場合、製造経費Ａの合計は補助対象経費の合計の２ 

    分の１以内とすること。 

  （２）補助事業者が大学、研究機関の場合、共同開発体の県内中小企業への製造経費Ａ 

    の合計は補助対象経費の合計の２分の１以上とすること。 

 

４ 採択予定件数 

  １２件程度 

   

５ 補助率等 

  補助率３分の２以内（申請者が県内小規模企業者の場合は４分の３以内※）とする。

ただし、補助上限額は１件当たり７５０万円とする。 

  ※申請者は主として当該事業を遂行する能力を有するものでなければならならず、単に共同開発 

   体や発注先等に県内小規模企業者が含まれるは除く。 

 

６ 事業期間 

  交付決定日から令和５年２月末日まで 

 

７ 提出書類 

 （１）計画書（様式第１号別紙）  

 （２）埼玉県内の事業所等に係る事業税の納税証明書（直近１期分）  

 （３）決算書（貸借対照表、損益計算書（直近３期分）  

 （４）商業登記簿謄本（３か月以内）の写し  

 （５）会社案内  

 （６）人件費積算表（人件費を計上する場合） 

 （７）補助事業計画を説明する参考資料がある場合は当該資料  

 

８ 受付期間 

 令和４年４月１日（金）から令和４年５月１２日（木）１７時（必着）まで。 

 

９ 応募方法 

 受付期間内に原則として、必要書類を以下の提出先へ電子メールで提出すること。電 

子メールでの提出が困難な場合は先端産業課に相談の上、期限までに郵送又は持参する 

こと。 

  提出先：a3760-03＠pref.saitama.lg.jp（先端産業課 推進担当） 

 

10 審査 

 書類及びプレゼンテーション審査を行い、結果は令和４年６月に通知する。 

 プレゼンテーション審査では、以下の観点等により審査を行う。 

 (１) 技術又は製品の開発内容はデジタル、バイオ、マテリアル及びカーボンニュート 

      ラルのいずれかに関する先端的なものであるか（20 点） 

 (２) 開発における課題及び解決方法が明確か（15 点） 

 (３) 補助事業実施のための技術があるか（15 点） 



 (４) 技術又は製品のニーズを複数の企業や利用者へのヒアリングや調査等により具体 

   的に把握しているか。その結果、高いニーズが見込まれるか。（15 点） 

 (５) 開発される技術又は製品は価格や性能面等で市場における優位性を有するもので 

      あるか（15 点） 

 (６) 事業化までのスケジュールは妥当か（10 点） 

 (７) 埼玉県内中小企業（ひいては県内産業）への波及効果が見込まれるか（10 点） 

 

11 補助金の支払 

 補助金の支払は精算払とする。 

 

12 補助事業実施に当たっての留意点 

 別紙のとおりとする。 

 

13 その他 

 この要領に定めることのほか、補助金事務の執行に関して必要な事項は別に定める。 

 

 

   附 則 

 この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

  



別表１ 

技術又は製品の開発例 

デジタル ・遠隔、非接触、自動化などを実現するための製品、技術、システ  

 ム等の開発 

 

バイオ ・高機能バイオ素材（軽量性、耐久性、安全性）  

・バイオプラスチック（汎用プラスチック代替）  

・持続的一次生産システム  

・有機廃棄物、有機排水処理  

・生活習慣改善ヘルスケア、機能性食品、デジタルヘルス  

・バイオ医薬、再生医療、細胞治療、遺伝子治療関連産業  

・バイオ生産システム 

 （工業・食糧生産関連（生物機能を利用した生産）） 

・バイオ関連分析、測定、実験システム  

・木材活用大型建築、スマート林業 

 

マテリアル ・エネルギー変換マテリアル 

 （蓄電、磁性、熱電素子、太陽電池等）  

・マテリアルの高度循環技術（サスティナブル材料等）  

・高度デバイス機能マテリアル 

 （パワエレ、ＭＥＭＳ、ＩｏＴセンサ等）  

・量子・電子マテリアル（超電導材、ナノエレクトロニクス等）  

・極限機能マテリアル（超軽量、耐熱、耐圧、高強度等）  

・バイオ・高分子マテリアル（バイオアダプティブ材料等）  

・ナノスケールマテリアル 

 （ナノカーボン、ナノ多孔体、二次元薄膜等）  

・マルチマテリアル化技術 

 （接着接合、積層技術、コンポジット材等）  

 

カーボンニュー

トラル 

・洋上風力、太陽光、地熱産業（次世代再生可能エネルギー）  

・水素、燃料アンモニア産業  

・次世代熱エネルギー産業 

・原子力産業  

・自動車、蓄電池産業  

・半導体、情報通信産業  

・船舶産業  

・物流、人流、土木インフラ産業  

・食糧、農林水産業  

・航空機産業  

・カーボンリサイクル、マテリアル産業  

・住宅・建築物産業、次世代電力マネジメント産業  

・資源循環関連産業  

・ライフスタイル関連産業 

 

※対象事業については、上記開発例に限るものではない。 

 

 



別表２ 
 

補 助 対 象 経 費 
 

区分 科目 内   容 

材料費 原材料費 

試作品等の構成部分、製品開発等の実施に直接使用し消費される原
材料、消耗品の購入に要する経費。 
＜注意事項＞ 
① 購入する原材料等の数量は必要最小限にとどめ、補助事業終 
 了時には使い切ることとする。補助事業終了時点での未使用残 
 高は補助対象とならない（費消した部分のみ）。 
② 原材料を補助対象として計上する場合は、受払簿を作成し、 
 受払いを明確にすること。 

労務費 人件費 

製品開発事業に直接関与する者の直接作業時間に対して支払う経費。
＜注意事項＞ 
① 人件費の算出方法は以下のとおりとする。 
 人件費単価＝給料及び賞与等の年間支払額 
（源泉徴収票の支払額）÷年間総労働時間（１９３６時間） 
(8時間/日×5日/週×52週)－(8時間/日×18日[令和4年度国民の 
祝日及び年末年始]) 
ただし、別途契約書がある場合はそれに従う。 
 補助対象人件費＝人件費単価×直接作業時間 
 応募時は令和３年源泉徴収票に基づき人件費単価を算出し、見込
額を計上すること。事業終了時に令和４年源泉徴収票及び直接作業
時間の実績に基づき実績額を確定する。 
②  単価の上限は一時間当たり５千円、一日当たり４万円とする。 
③ 人件費を計上する場合は、作業者毎に予定作業内容及び予定作
業時間を人件費積算表に記載し、提出すること（事業期間中は人件
費積算表に記載した予定作業内容及び予定作業時間について、伴走
支援により毎月確認を行う）。 

製造経費 
Ａ※ 

外注費 
製品開発に必要な機械装置の設計、試料の製造、試料の分析、法定
検査、調査等の外注に必要な費用。 

委託費 
自社内で不可能な製品開発事業の一部について、外部の事業者等に
委託する場合に要する経費。 

製造経費 
Ｂ 

技術指導費 
製品開発を行うに当たって、外部（専門家等）から技術指導を受け
る場合に要する経費。 
＜注意事項＞補助対象計上する場合は技術指導報告書が必要。 

修繕費 
製品開発に必要な機械装置・工具・器具・備品・構築物等の保守又 
は修繕に要する経費。 

賃借料 
製品開発に必要な機械装置・工具・器具・備品・構築物等の賃借 
（リース）等に要する経費。 

運搬費 共同開発体内等で試作品等を運搬するための経費。 

その他経費 上記以外で、知事が特に必要と認める経費。 

一般管理費 販路開拓費 
開発した製品等の販路開拓に要する経費。 
＜注意事項＞交通費、宿泊費は対象外とする。 



固定資産 

機械装置・
工具器具備品 

製品開発に必要な機械装置・工具・器具・備品等の購入、製造、改
良、据付けに要する経費。 
＜注意事項＞汎用性のある設備等は対象外とする。 

構築物 製品開発に必要な構築物の購入、建造、改良に要する経費。 

無形固定資産 

ソフトウエア 製品開発に必要なソフトウエアの購入に要する経費。 

産業財産権 
開発した製品等の特許・実用新案等の出願に要する経費、特許・実
用新案等を他の事業者から譲渡、実施許諾を受けた場合の経費。 

 
※補助事業者が県内中小企業の場合、製造経費Ａ（外注費・委託費）の合計はそれ 
 以外の補助対象経費の合計以内の金額とすること。 
※補助事業者が大学、研究機関の場合、共同開発体に含まれる県内中小企業への製造 
 経費Ａの合計がそれ以外の補助対象経費の合計以上とすること。 
 
【例１：県内中小企業及び県内小規模企業者の場合】 
〇 製造経費Ａ 300万円、それ以外 300万 
× 製造経費Ａ 500万円、それ以外 499万 
 
【例２：大学、研究機関の場合】 
〇 製造経費Ａ 300万円、それ以外 300万 
× 製造経費Ａ 499万円、それ以外 500万 
 
※ 消費税及び地方消費税については補助対象外とする。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 

補 助 事 業 実 施 に 当 た っ て の 留 意 点 

交付決定を受けても、下記の条件、制限に違反した場合には、交付決定を取り消した

り、補助金の返還を求めることがある。 

［１］事業実施における義務事項 

① 事業日誌及び経費支出状況表の作成 

② 事業記録の整備保管（補助事業終了後５年間） 

③ 補助対象物件に対する表示 

④ 補助事業に係る試作品、機械装置、仕損品等の保管（補助事業終了後５年間） 

  ※以下については、該当する場合は義務事項が発生する。 

⑤ 消耗品の記録（補助事業終了後５年間） 

⑥ 預り書の整備保管 

⑦ 事業計画の変更（中止、廃止を含む）の制限 

⑧ 財産処分の制限 

［２］経理における義務事項 

① 補助金流用の禁止 

② 帳簿の記載、支出関係書類の整備保管（補助事業終了後５年間） 

   ③ 補助事業物件の速やかな検収 

   ④ 補助対象経費の支出は金融機関への振込とし、消費税込みで５０万円未満の支出

の場合は現金による支払も認める。その場合は、領収書等の証拠書類を整備、保管

すること。 

［３］報告書類の提出について（いずれも様式指定） 

① 遂行状況報告書   〔提出時期：補助事業年度１１月中旬〕 

② 実績報告書     〔提出時期：補助事業年度３月上旬〕 

③ 事業化状況報告書   〔提出時期：補助事業終了後５年間（毎年４月中旬）〕 

  ※以下の報告書類は該当する場合に提出する。 

④ 計画変更承認申請書 

⑤ 事業中止（廃止）承認申請書 

⑥ 遅延報告書 

⑦ 財産処分承認申請書 

⑧ 産業財産権取得等の届出 

［４］その他注意事項 

① 機械装置等の購入については、補助事業に係る試作開発等に限定して使用するも

のでないと対象とならない。 

② 補助事業の成果の事業化、産業財産権等の譲渡又は実施権設定等による収益が生

じた場合、その収益の一部について納付（納付額は補助金額以下）を求めることが

ある。 

③ 補助事業完了後の確定検査を経ないと補助金は交付できない。補助事業年度中

は、自己資金で事業を遂行すること。 

④ 補助金の経理処理は、通常の商取引や商慣習と異なる場合があるため注意するこ

と。 

⑤ ＴＶ・新聞等のマスコミに取り上げられる際には、事前に県に情報提供をするこ

と。 


